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ことが望ましいのかを検討していくことが大切です。意思決定支援の環境を整えていくことに

もつながることといえます。 
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第４章 成年後見制度に関連する制度 

 

１．日常生活自立支援事業 

 

１）日常生活自立支援事業の概要 

 

○ 日常生活自立支援事業は、認知症、知的障がい、精神障がい等により判断能力が十分でない

方に対して、福祉サービス利用援助や日常的な金銭管理、書類等の預かりなどの援助を行うこ

とにより、地域での自立した生活を支援することを目的としています。 

 

○ 実施主体は都道府県社会福祉協議会及び政令指定都市社会福祉協議会です。ただし、事業の

一部を市町村社会福祉協議会等（以下「実施機関」という。）に委託できます。大阪府では、府

内 41市町村の社会福祉協議会に委託しています。 

 

○ 利用対象者は、「判断能力が十分でないこと」と「契約の内容について判断し得る能力を有し

ていること」の２点に該当する必要があります。 

 

○ ただし判断能力が十分でない者は、認知症と診断された高齢者、療育手帳や精神障害者保健

福祉手帳を有する者に限定されません。また、居宅において生活している者に限られるもので

はありません。 

 

○ 契約内容について判断し得る能力を有していないと判断される者であっても、成年後見制度

による成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見人と実施主体の間で福祉サービス利用援助事

業の契約を締結することができるとされています。ただし、原則として成年後見制度を利用し

た場合は成年後見人等に移行することとしており、成年後見人等との契約により日常生活自立

支援事業の利用が必要とされる場合には、権利擁護推進審査会（本事業の契約締結能力に疑義

がある場合など、専門的な見地から審査を行うとともに援助の必要性や利用者を援助する際の

留意点などの助言を行う）で要否等を審議します。 

 

○ サービスの実施は、情報提供、助言、手続きの同行又は代行を原則としています。代理権に

ついては、利用者から授与された代理権の範囲内に限定されています。 

サービスの利用料は利用者が負担しますが、生活保護受給者は公費負担となります。 

 

○ 事業の信頼性を高める仕組みとして権利擁護推進審査会と運営適正化委員会運営監視小委員

会（本事業の充実や透明性、公平性を担保するために事業運営全般を監視するとともに苦情の

解決を図る）の両会議が構成されています。 

 

 

成年後見制度に関連する制度

1. 日常生活自立支援事業

第 4 章
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《参考》日常生活自立支援事業実施要綱（大阪府社会福祉協議会） 

 

第１条（目的） 

    この要綱は、認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等で第３条に定める要件に該当

する者が地域において自立した生活が送れるよう、社会福祉法第８１条の規定に基づき、大

阪府社会福祉協議会が、福祉サービス利用援助事業（大阪府内においてあまねく福祉サービ

ス利用援助事業が実施されるために必要な事業を含む。以下同じ。）、当該事業に従事する者

の資質の向上のための事業並びに福祉サービス利用援助事業に関する普及及び啓発を行う事

業（これらの事業を総称して「日常生活自立支援事業」という。以下「事業」という）を実

施するに当たり、必要な事項を定める。 

第２条（事業の趣旨） 

   この事業は、利用者との契約に基づき、認知症や知的障がい、精神障がい等により日常生

活を営むのに支障がある者に対し、福祉サ－ビスの利用に関する相談に応じ、及び助言を行

い、並びに福祉サービスの提供を受けるために必要な手続き又は福祉サービスの利用に要す

る費用の支払いに関する便宜を供与することその他福祉サービスの適切な利用のための一連

の援助を一体的に行うことにより、その者の権利擁護に資することを目的とする。 

第３条（事業の対象者） 

   この事業の対象者は、大阪府内に居住する判断能力が不十分な者（認知症高齢者、知的障

がい者、精神障がい者等であって、日常生活を営むのに必要なサービスを利用するための情

報の入手、理解、判断、意思表示を本人のみでは適切に行うことが困難な者をいう。）であっ

て、この事業の契約の内容について判断し得る能力を有していると認められる者とする。 

（略） 

第４条（援助の内容） 

１ この事業に基づく援助の内容は、次に掲げるものを基準とすること。 

（１）福祉サービスの利用に関する援助 

（２）福祉サービスの利用に関する苦情解決制度の利用援助 

（３）住宅改造、居住家屋の賃借、日常生活上の消費契約及び住民票の届出等の行政手続に

関する援助その他福祉サービスの適切な利用のために必要な一連の援助 

（４）（１）、（２）又は（３）に伴う預金の払い戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続等

利用者の日常生活費の管理（日常的金銭管理） 

（５）通帳､証書類等の保管に関する援助（書類等の預かり） 

（６）定期的な訪問による生活変化の察知 

２ １に掲げる事項についての具体的な援助の方法は、原則として情報提供、助言、契約手

続、利用手続等の同行又は代行によるものとし、法律行為にかかわる事務に関し、この事

業の目的を達成するために、本人から代理権を授与された上で代理による援助を行う場合

（金融機関への代理人届による場合を除く。）には、必要に応じ、甲の設置する契約締結審

査会に諮り、その意見を踏まえて慎重に対応するものとする。 

 

（以下略） 
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２）成年後見制度への移行の契機 

 

○ 日常生活自立支援事業は、前述のとおり福祉サービスの利用援助を目的とした生活支援のた

めの身近なサービスです。したがって、利用契約者の日常的な範囲でのサービス提供が想定さ

れており、その範囲を超えた支援は困難です。日常生活自立支援事業においては制度的な限界

があり、次のような場合には成年後見制度への移行、または併用が必要となります。 

 

①契約で定めることのできる代理権の範囲は日常生活の維持に必要な金融機関での入出金と在

宅福祉サービスの契約（必要な場合のみ）に限定されています。そのため、以下の 2 点に留

意する必要があります。 

 高額な財産の管理、不動産や有価証券の売買など日常的金銭管理を超えた支援(法律行

為)が必要になった場合。  

 居所の変更が必要となる施設入所等の代理による契約が必要になった場合。 

 

②日常生活自立支援事業には取消権がないため、消費契約上のトラブルの解決のため取消権の

行使が予測される場合。 

 

③親族や知人らによる財産侵害など虐待の被害があり、明確な財産保全の必要性が高くなった

場合。 

 

④契約者の判断能力の低下がただちに日常生活自立支援事業の終了とはなりませんが、この事

業による支援だけでは生活の継続が困難となった場合。また、身上保護に関連して、将来に

わたっての支援のキーパーソンが必要とされる場合。 

 

○ 日常生活自立支援事業の利用契約者では市町村長申立てとなる公算が高いため、成年後見制

度への移行・併用を検討するにあたっては市町村との実際的な連携が不可欠です。 

 

３）成年後見人等との契約 

 

○ 法定代理人である成年後見人との間で利用契約の締結が可能です。これまで日常生活自立支

援事業の利用経験がなかった場合でも、事業の既契約者が成年後見制度を利用するに至った場

合でも可能です。 

 

○ 成年後見人は、意思尊重義務と身上配慮義務にしたがって成年被後見人の生活、療養看護、

財産管理の事務を行います。具体的な介護など事実行為は含まれないとはいえ、日常生活自立

支援事業の役割と重複しているため、基本的には成年後見人が選任されたら日常生活自立支援

事業は解約を検討します。 

 

○ 成年後見制度と日常生活自立支援事業を併用することで、制度的に互いに補完し、支援を重

層化できる場合もあります。一方、安易な併用は成年後見人が行うべき成年被後見人の心身や
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生活状況への配慮を希薄にし、両制度の本旨からそれる危険性があります。両制度の併用にあ

たっては、個々の事例について具体的な検討を加え、役割分担を明確にする作業が必要です。 

 

○ 大阪府社会福祉協議会は、大阪弁護士会・大阪社会福祉士会・成年後見センターリーガルサ

ポート大阪支部と連携し、平成 23年 3 月に「成年後見制度と併用して日常生活自立支援事業を

利用することが必要とされる指標（下記参照）」並びに「日常生活自立支援事業と成年後見制度

の併用に関する覚書」を作成し、指標を用いて併用の必要があるかどうかを検討しています。 

 

○ 保佐人や補助人では、代理権の範囲はそれぞれの審判内容によって異なっています。福祉サ

ービスの利用に関する代理権を持つ保佐人、補助人であれば事業契約は可能ですが、それを持

たない保佐人、補助人との契約はできません。代理権の範囲の確認が必要となります。 

 

○ 保佐人、補助人に福祉サービスの利用に関する代理権がある場合であっても、本人（被保佐

人、被補助人）に契約能力がある場合には、本人との契約が可能です。 

 

○ 任意後見人（家庭裁判所により任意後見監督人が選任されたことにより、任意後見契約の効

果が生じた後における任意後見契約の受任者）との契約においても、その代理権の範囲を確認

したうえで、福祉サービスの利用に関する代理権をもつ任意後見人と契約します。 

ただし、任意後見契約の効果が生じた後であっても、本人に契約締結能力がある場合には、

本人と直接利用についての契約を締結することが可能です。 

 

○ 成年後見人等との契約においては、本人意思の確認と尊重を基本として、本人の生活ニーズ

にあわせて、個別の事例ごとに両制度の役割分担に検討を加える必要があります。 

 

成年後見制度と併用して日常生活自立支援事業を利用することが必要とされる指標 

 

①権利侵害、虐待等をうける恐れがあり、権利侵害防止を図る観点から、日常的な見守り体制

が必要な場合 

②同居者や親族が何らかの生活課題を抱えており、本人の生活を支援するために、ファミリー

ソーシャルワークの観点から同居者や親族を含めた見守り体制が必要な場合 

③精神的な問題等により、本人からの頻繁な訴えに対してきめ細かな対応が必要であり、複数

の機関での関わりが必要な場合 

④本人にとって、新しい人間関係を形成することが難しく、日常生活自立支援事業の支援がな

くなることが本人にとって大きな不利益となることが想定される場合。ただし、この場合は

3～6 カ月の移行期間を設け、この間に後見人等は本人との信頼関係の構築に努めることと

し、一定期間経過後は円滑に成年後見制度への全面移行を図ることとする。 

⑤その他、親族による後見人等であって、後見人等が後見業務を全面的に担うことができない

特別な事情がある場合 
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２．成年後見制度利用支援事業 

 

○ 介護保険サービス、障がい福祉サービス利用等の観点から、認知症高齢者や知的障がい者、

精神障がい者にとって、成年後見制度の利用が有効と認められるにも関わらず、制度に対する

理解が不十分であることや費用負担が困難なこと等から利用が進まないと行った事態に陥らな

いようにするため、市町村が行う成年後見制度の利用を支援する事業に対し、国や府が一定割

合を補助するものです。 

 

○ 公費負担について、高齢者は介護保険法に基づく地域支援事業、障がい者は障害者総合支援

法に基づく地域生活支援事業の対象とされています。 

 

○ 成年後見制度利用支援事業は、平成 24 年 4 月から障害者自立支援法（現：障害者総合支援

法）による地域生活支援事業において市町村の必須事業に位置づけられました。同事業は地域

の実情に応じて、市町村が創意工夫しながら必要な支援を行うことを目的とした事業です。 

 

○ 今後、一層の高齢化の進展、単身高齢者あるいは高齢者のみの世帯の増加、障がい者の地域

生活移行の促進等を進めるため、本事業は非常に重要な事業であり、市町村はニーズに合わせ

て適切な予算確保及び事業の推進を行う必要があります。 

 

○ 成年後見制度の活用については、全国どこに住んでいても成年後見制度の利用が必要な人が

制度を利用することができるよう、手続費用や報酬助成を行うための利用支援事業について、

市町村間の取り扱いの差異を解消することが重要です。利用支援事業が未実施であることや、

対象者の範囲が異なることを理由として申立てを行わないなど、市町村長申立ての実施に影響

することがないよう、利用者支援事業の未実施市町村等におかれては、国の成年後見制度利用

促進策に係る取組状況調査の結果も踏まえつつ、積極的な取組みをお願いします。 

 

 

３．措置制度 

 

１）老人福祉法における措置 

 

○ 介護保険法施行後も老人福祉法においては、家族の虐待等により、介護保険サービスの利用

や居宅において養護を受けることが困難な高齢者に対し、市町村が職権をもって必要なサービ

スを提供するための措置制度が存続しています。 

 

○ 措置制度には①やむを得ない事由による措置（第 10条の４第 1項､第 11 条第 1項第 2号）と

②養護老人ホームへの入所（第 11条第１項第１号）があります。 

 

 

 

2. 成年後見制度利用支援事業

3. 措置制度
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○ やむを得ない事由により、事業者との「契約」による介護サービスの利用やその前提となる

市町村に対する要介護認定の「申請」が期待しがたい者に対し、職権をもって介護サービスの

提供に結びつけるために行うものです。 

 

○ 「やむを得ない事由」の要件として、「本人が家族等から虐待又は無視を受けている場合」や

「認知症その他の理由により意思能力が乏しく、かつ､本人を代理する家族等がない場合」等な

どが想定されます。ただし、年齢要件から介護保険給付を利用することができない者について

「やむを得ない事由」に該当するとして措置を採ることは想定されていません。 

措置の一環として要介護認定と同一の手続きを実施し、特別養護老人ホームへの入所等の措

置をとります。 

 

○ やむを得ない事由が消滅した場合は介護サービスの利用に関する契約やその前提となる要介

護認定の申請を行い、通常の契約へ移行します。 

 

○ やむを得ない事由が消滅する状況として、以下の事態が想定されます。 

 特養に入所すること等により、家族等からの虐待又は無視の状況から離脱し、介護サービス

の利用に関する「契約」やその前提となる要介護認定の「申請」を行うことができるように

なったこと。 

 

 成年後見制度により選任された成年後見人が身上保護として、介護サービスの利用に関する

「契約」やその前提となる要介護認定の「申請」を行うことができるようになったこと（保

佐人、補助人の場合は代理権の範囲による）。 

 

○ 措置の場合の費用負担については次のとおりです。 

①特別養護老人ホームへの入所措置 

・9割相当分は介護保険給付が行われることから、残りの 1割（＋居住費・食費）相当分につい

て、措置費を支弁することになる。 

・措置費として支弁した費用は、市町村が本人等の負担能力に応じて徴収することになる。 

 

②居宅における介護等の措置 

・基本的に特養の場合と同様、9割相当分は介護保険給付が行われ、1割相当分について措置費

を支弁した上で、この 1割相当分を費用徴収することになる。（市町村が事業者に対して措置

費として一旦支払った上で、市町村が利用者から当該額を費用徴収する。） 

 

２）障害者総合支援制度における措置 

 

○ 障害者総合支援法施行後の知的障害者福祉法においても、家族からの虐待等により障害福祉

サービスの利用が困難な障がい者に対し、市町村が職権をもって必要なサービスを提供するた

めの措置制度を存続させています。 
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○ 措置の対象となりうるケースとして、家族からの虐待等のほか、単独で介護給付費等の申請

をすることが期待できない障がい者の介護をしている者が急に死亡し、障がい者ひとりとなり、

周囲からの支援も期待できない状況で、緊急にサービスを必要とする場合が想定されます。 

ただし、そのような場合であっても、成年後見制度の利用などにより、可能な限り早期に、

障害者総合支援制度の利用に移行する必要があります。 
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Ｑ＆Ａ 

 

Ⅰ.市町村長申立てについて 

Ｑ１.「できる」か義務か 

市町村長の申立ては、｢できる｣なのか、一定の責任のある義務なのでしょうか。 

Ｑ２.老人福祉法の対象 

65 歳未満で認知症があり、親族の支援者がいない人が成年後見制度を利用する場合、老人福祉法の対象とし

て市町村長申立てをできますか。 

Ｑ３.住民票と現住所が異なる 

Ａ市に住民登録を行い、国保や介護保険等についてもＡ市において加入しているが、Ｂ市の特別養護老人ホ

ームやグループホーム等に入所しているような場合は、どちらの市長が申立てを行うのが適当ですか。 

Ｑ４.緊急性の判断 

市町村の中で、課によって緊急性の判断が異なり、緊急性が低ければ市町村長申立てをしなくてもいいとい

う意見が出た場合、どう考えるべきでしょうか。 

Ｑ５.後見人等の候補者 

市町村長申立ての際、後見人等の候補者は個人名をあげておかなければならないのでしょうか。 

Ｑ６.虐待者である親族 

①虐待を加えている親族に内緒で市町村長申立てを進めたいが、可能でしょうか。 

②虐待を加えている親族が「自分が親族として申立てる」と話している場合にはどう対応すべきでしょうか。  

③市町村長申立てと同時に、虐待を加えている親族が申立てていることが分かった場合、どう対応すべきで

しょうか。 

Ｑ７.本人の意向・本人申立て 

市町村長申立てを行う場合、本人の意見・意向についてどう対応すべきか。本人申立てを行うか市町村長申

立てを行うかの線引きは、どのように判断すべきでしょうか。 

Ｑ８.代理行為目録等の記入 

保佐・補助の市町村長申立てを行う場合、「代理行為目録」「同意行為目録」の記入はどのように行うべきで

しょうか。 

Ｑ９.親族調査と意向確認 

市町村長申立ての親族調査について、実務としてどの範囲まで行うべきでしょうか。また、親族に対する意

向確認は、どのように行うべきでしょうか。 

Ｑ１０.申立書の記載内容 

市町村長申立てを進めたいが、本人の財産の詳細（不動産等）がわからない場合、その把握に時間を要する

ことがあるが、どのように対応すべきでしょうか。 

 

Ⅱ.成年後見人等について 

Ｑ１１.専門職後見人の交代 

 遺産分割等の法的課題があるために弁護士が後見人に選任されていた件で、その法的課題が解決し、あとは

福祉サービスの手配が中心となるような場合、社会福祉士に後見人を変更することができますか。 

Ｑ＆Ａ
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Ｑ１２.親族でない支援者 

後見開始申立てを期待できる親族のいない認知症高齢者を他人が世話している場合、成年後見制度の利用が

必要なため、市町村長申立てを行うとして、実際に世話してこられた方が自ら後見人になりたいと考えた場

合、その方が後見人に選任される方法があるのでしょうか。 

Ｑ１３.市民後見人 

市民後見人の選任は、市町村長申立てによる事案に限られますか。 

Ｑ１４.成年後見人等の死亡 

後見人が死亡した場合はどうなりますか。申立ては必要ですか。 

Ｑ１５.成年後見人等の変更 

成年後見人として選任された方に対し、本人の希望により変更を申し出ることが可能ですか。 

 

Ⅲ.成年後見人等の報酬について 

Ｑ１６.第三者後見人の報酬 

生活保護受給者でも、第三者が後見人に選定された場合、後見人に報酬を支払うことが義務として課せら

れていますか。 

 

Ⅳ.成年後見人等の権限について 

Ｑ１７.取消権の行使 

法定後見（後見・保佐・補助）では取消権がありますが、具体的にどのようなものでしょうか。任意後見

においても同様でしょうか。 

 

Ⅴ.被後見人等について 

Ｑ１８.被後見人等の遺言作成 

 被後見人が、死亡後のことを考え、自分の意思表示にもとづき、遺言を作成する事は可能ですか、 被補助

人の場合はどうですか。 

 

Ⅵ.その他 

Ｑ１９.未成年 

未成年でも成年後見制度の利用が可能ですか。 

Ｑ２０.重度身体障がい者 

 伝達能力が乏しい、在宅の重度の身体障がい者が、家族からの介護放棄等で、生命の危険もある状態で発見

された場合に、成年後見制度の利用が可能ですか。 

Ｑ２１.家族による契約行為 

 福祉サービスの「契約」については、事実上、本人にかわって家族が締結している場合がかなりあるのでは

ないかと思うのですが、契約締結能力のない方の場合、成年後見人のみが福祉サービスにおける契約ができ

るのですか。家族による代理はどの範囲で可能なのですか。 

Ｑ２２.却下の場合の不服申立 

後見開始等の審判申立が却下された場合の不服申立の方法を教えてください。 
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Ｑ１. 「できる」か義務か 

市町村長の申立ては、｢できる｣なのか、一定の責任のある義務なのでしょうか。 

 

市町村長の申立権は、「できる」ですから、原則は権限ということになります。しかし、法的に

は、ある権限についても一定の要件のもとでは義務になり、それを怠った場合には不作為違法に

なる可能性があります。例えば、急迫な虐待等があって、市町村長が速やかに申立てをしていれ

ば、本人の利益や権利が守られたのに、それをしなかった場合に、一定の要件のもとでは申立て

が義務化することもあると考えられます。本人の親族が本人の保佐人として選任され、本人の財

産を費消して散逸させたケースで、市町村の担当者が経済的虐待が行われている状況を認識して

いながら、しかるべき対応措置をとらなかったことは違法であるとして、市町村に国家賠償を命

じた裁判例があります（大津地裁平成 30 年 11 月 27 日判決）。このケースでは、既に親族が保佐

人として選任されていましたが、もし、同様のケースで、本人に後見人等が選任されていなけれ

ば、市町村長申立てを行うべき義務が問題となりえます。 

 

Ｑ２.老人福祉法の対象 

65 歳未満で認知症があり、親族の支援者がいない人が成年後見制度を利用する場合老人福祉

法の対象として市町村長申立てをできますか。 

 

できます。65 歳未満の方であっても、特に必要があると認められる場合には老人福祉法の対象

となる（同法第 5 条の 4 及び第 32 条）ため、65 歳未満であることをもって一律に老人福祉法の

対象としないということにはなりません。 

 

Ｑ３.住民票と現住所が異なる 

Ａ市に住民登録を行い、国保や介護保険等についてもＡ市において加入しているが、Ｂ市の特

別養護老人ホームやグループホーム等に入所しているような場合は、どちらの市長が申立てを

行うのが適当ですか。 

 

この問題については、厚生労働省が令和 3 年 11 月 26 日付で出した通知（巻末資料 1）におい

て考え方が示されていますので、ご参照ください。 

 

Ｑ４.緊急性の判断 

市町村の中で、課によって緊急性の判断が異なり、緊急性が低ければ市町村長申立てをしなく

てもいいという意見が出た場合、どう考えるべきでしょうか。 

 

市町村長申立ては、例えば現に虐待を受けており、本人の生命や身体に危険が及んでいる場合

など、極めて緊急性が高い事案のみを対象とするものではありません。本人に身寄りがなく（あ

っても本人に対する支援に協力的ではなく）、将来に施設入所等の契約行為が必要と想定される場

合や、本人が財産管理を十分にできなくなりつつある場合には、本人の権利擁護を図るために市

町村長申立てを検討する必要があります。 
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Ｑ５.後見人等の候補者 

市町村長申立ての際、後見人等の候補者は個人名をあげておかなければならないのでしょう

か。 

 

必要ありません。申立人が候補者を挙げなくとも、裁判所は事案に応じて適任と考える専門職

の団体から候補者の推薦を受けて後見人等を選任します。したがって、申立人において適切な候

補者がいない場合には、無理に候補者をあげる必要はありません。 

もっとも、成年後見制度利用促進第二期基本計画は、本人にとって適切な後見人等が選任され

るようにすることを施策として掲げています。そのことからすれば、市町村は、市町村申立てを

行うにあたり、本人にとって適切な後見人等を推薦する仕組みを整備することが求められている

と言えます。 

なお、申立人において、市民後見人の選任を希望する場合は、大阪府社協に連絡し、受任調整

会議を開いた上で申立てを行います。 

 

Ｑ６.虐待者である親族 

①虐待を加えている親族に内緒で市町村長申立てを進めたいが、可能でしょうか。 

②虐待を加えている親族が「自分が親族として申立てる」と話している場合にはどう対応すべ

きでしょうか。  

③市町村長申立てと同時に、虐待を加えている親族が申立てていることが分かった場合、どう

対応すべきでしょうか。 

 

①について 

可能です。虐待を加えている親族に対し、市町村長申立てを行うことを連絡する必要はありま

せん。申立の際には、虐待を加えている親族がいることについて、家庭裁判所に連絡し、当該親

族には裁判所からも意向照会をしないよう申し入れておく必要があります。上申書を提出するこ

とも有効です。 

 

②について 

虐待を加えている親族による申立ては不適切であることから、早急に市町村長申立てを行う必

要があります。①同様、家庭裁判所への連絡や申し入れが必要です。 

 

③について 

市町村長申立てと同時に、虐待を加えている親族が申立てていることが分かった時点で、すぐ

に家庭裁判所に対し事情を伝え、当該親族の意向に基づいて後見人等が選任されないように裁判

所に上申しておく必要があります。 

 

①～③に共通して言えることは、虐待を加えている親族がいるという事実を重く捉え、本人の

権利擁護を最優先に判断して対応することが求められます。 
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Ｑ７.本人の意向・本人申立て 

市町村長申立てを行う場合、本人の意見・意向についてどう対応すべきか。本人申立てを行う

か市町村長申立てを行うかの線引きは、どのように判断すべきでしょうか。 

 

成年後見制度は本人の権利擁護を図るための制度であり、常に本人を中心に据えて考える必要

があります。よって、同意を得るためということではないとしても、本人に対する説明は行われ

るべきであり、本人の意見・意向を確認する必要があると考えられます。本人が申立てに同意し

ていない場合でも、セルフネグレクトの状態となっていないかなど、注意が必要です。 

本人申立てか市町村長申立てかについては、本人申立てを行うには、本人の申立て意思が明確

であり、手続費用の負担が可能であることが必要です。 

本人の申立て意思を明確に確認できない場合や、本人が手続費用を負担できない場合は、市町

村長申立てを早急に進めていかなければなりません。 

 

Ｑ８.代理行為目録等の記入 

保佐・補助の市町村長申立てを行う場合、「代理行為目録」「同意行為目録」の記入はどのよう

に行うべきでしょうか。 

 

保佐・補助の場合、保佐人・補助人には、本人にとって必要な範囲で代理行為についての権限

が個別的に付与されます。補助の場合に補助人に付与される同意行為の権限についても同様です。 

この必要性については、権限を付与する時点でその必要性が具体的に想定されるかどうかを検

討します。将来、漠然と必要が生ずるかもしれないということでは、必要性があるとは認められ

ません。 

代理行為や同意行為についての権限は、保佐人・補助人が選任された後に追加的に付与するこ

ともできますので、申立の時点では想定されていなかったけれども、後になって必要性が生じた

という場合は、その時点で権限の追加付与の申立を行うことになります。 

また、保佐・補助の申立をした場合、裁判所は、｢代理行為目録｣「同意行為目録」に記載された

行為について本人が同意しているかどうかを本人に面談して確認します。したがって、「代理行為

目録」「同意行為目録」の記入は、市町村担当者の判断だけで記入するのではなく、地域包括支援

センターや障がい者相談支援事業所など、本人を支援している関係機関にも協力してもらい、本

人の意向を確認しながら記入する必要があります。 

 

Ｑ９.親族調査と意向確認 

市町村長申立ての親族調査について、実務としてどの範囲まで行うべきでしょうか。また、親

族に対する意向確認は、どのように行うべきでしょうか。 

 

親族調査（親族による申立意向の有無の調査）を行う範囲は、原則として２親等内の親族とさ

れていますが、令和３年１１月２６日付厚労省通知（巻末資料 1 参照）により、虐待事案等の緊

急事案においては、虐待者以外の親族も含め、親族調査そのものを省略してよいことが明確にさ
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れました。 

また、上記の厚労省通知は、緊急事案以外でも、親族の重病、長期不在、居住不明などの事情

により、申立てが期待できないと判断される親族については、親族調査を省略してよいことを明

確にしています。                                       

同通知の記載されている「親族の重病、長期不在、居住不明」は、申立てが期待できないと判

断しうる場合の例示として挙げられているものです。それら以外の事情であっても、意向調査を

改めて実施するまでもなく「申立てが期待できない」と判断される場合は、当該親族については

親族調査を省略してかまいません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

Ｑ１０.申立書の記載内容 

市町村長申立てを進めたいが、本人の財産の詳細（不動産等）がわからない場合、その把握に

時間を要することがあるが、どのように対応すべきでしょうか。 

 

本人の財産状況については、申立書に詳細まで記載する必要はありません。不動産等で財産が

明確でないものについては、例えば「土地（詳細は不明）」と記載して申立をしてもかまいません。

財産の調査によって申立て自体が遅れてしまうことのないようにしなければなりません。後見人

が選任された後、後見人の権限で詳細の財産調査を行うことになりますので、申立て段階では、

把握できる範囲内での財産を記入すれば足ります。 

 

Ｑ１１.専門職後見人の交代 

遺産分割等の法的課題があるために弁護士が後見人に選任されていた件で、その法的課題が解

決し、あとは福祉サービスの手配が中心となるような場合、社会福祉士に後見人を変更するこ

とができますか。 

 

法的課題があるために弁護士が後見人に選任された場合でも、後見人としてはその法的課題に

関する職務だけを行えばいいというものではなく、同時に福祉サービスの手配など身上保護面に

関する職務も行う必要があります。裁判所は、最初からその前提で後見人を選任していますので、

申立ての意思を確認する内容の照会状の例 

 

●●●●様におかれましては、認知症の進行によって判断能力が不十分な状態とな

られており、ご本人が利用すべき福祉サービス等の利用契約や財産管理が困難となっ

ておられます。そこで、ご親族の方に●●●●様の後見等開始の審判請求をしていた

だきたく、ご連絡させていただきます。 

お手数をおかけいたしますが、別紙「親族意向確認書」にご記入、ご捺印いただき、

令和●●年●●月●●日までに同封の返信用封筒にてご返送をお願いいたします。 

期日までにご返送いただけない場合には、ご親族による申立の意向がないものと判

断させていただき、●●市町村長による申立手続きを進めさせていただきますので、

ご承知おきくださいますようお願いいたします。 
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法的課題が解決したからといって、それだけで直ちに後見人を弁護士から社会福祉士に変更する

ことにはなりません。ただ、例えば、身上保護面で、本人の障害特性などのために本人との信頼

関係を形成するうえで困難な事情があるような場合に、社会福祉士を追加選任して複数後見にな

るという事例はあります。なお、後見人の交代については、被後見人が混乱し、関係構築に困難

をきたす可能性もあるため、被後見人の意思や状態についても十分に配慮した上で検討されるべ

きと考えられます。 

 

Ｑ１２.親族でない支援者 

後見開始申立てを期待できる親族のいない認知症高齢者を他人が世話している場合、成年後見

制度の利用が必要なため、市町村長申立てを行うとして、実際に世話してこられた方が自ら後

見人になりたいと考えた場合、その方が後見人に選任される方法があるのでしょうか。 

 

後見人等を誰にするかは、家庭裁判所に選任の権限があります。ただし、裁判所は申立人から

推薦のあった候補者や調査の過程で後見人に適切だと思われる方が身近にいることがわかれば、

それを参考として選任をすることになっています。 

質問の場合、まず市町村として、その方を後見人候補者として推薦すれば、家庭裁判所は、そ

の方について独自に調査の上適切と判断すれば選任することもあります。市町村としては推薦し

ない場合は、その方が家庭裁判所の調査の過程で、自らを推薦するということにより、家庭裁判

所に候補者として考慮を促すことができるでしょう。 

ただし、家庭裁判所としての後見人候補者に関する判断は、従来世話してきたかどうかだけで

はなく、中立の立場で、その方が後見人としての職務に適しているかの観点から判断されます。

後見人の職務は法律行為を中心とした判断に関するものであって、しかも専門的知識や経験も必

要ですから、身の回りの世話をするということとは、かなり違います。 

ですから、自らなりたいと家裁に言っていくことは可能ですが、その方を裁判所が選ぶかどうか 

は、被後見人等のニーズに応じて、判断されることになります。 

 

Ｑ１３.市民後見人 

市民後見人の選任は、市町村長申立てによる事案に限られますか。 

 

限られません。これまでに市民後見人が選任された事案の多くは市町村長申立てによる事案で

すが、本人申立て、親族申立てによる事案もあります。ただし、本人に身寄りがない場合や、親

族がいても申立てに協力してもらえない場合等には、市町村長申立てを行うことが必要な事案が

多いと思われます。市町村長申立て事案の中で市民後見人の受任が可能と思われる事案について

は、大阪府社協に連絡し、受任調整会議を開いた上で申立てを行います。 

 

Ｑ１４.成年後見人等の死亡 

後見人が死亡した場合はどうなりますか。申立ては必要ですか。 

 

後見人が死亡した場合には、裁判所の職権で新しい後見人を選任します。ですから、あらため
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て申立てをする必要はありません。ただ、後見人が死亡しても、裁判所に通知される仕組みはあ

りませんから、実際には、後見人の家族や被後見人の援助をしている方々から裁判所に、後見人

が亡くなったことを事実上情報提供いただくことが望ましいです。そしてもし、次の後見人にな

るべき適切な方があれば、情報提供の際に併せて候補者を推薦いただくと円滑に選任が進むこと

になります。 

 

Ｑ１５.成年後見人等の変更 

成年後見人として選任された方に対し、本人の希望により変更を申し出ることが可能ですか。 

 

本人にとってメリットのある制度利用という観点から、成年後見人等との適切なマッチングは

必要です。そのためにも制度利用を検討する段階から、本人にとっての利用の理解を進めること、

選任後は後見人等をいれた支援者チームを形成する支援をしていくことが重要となってきます。 

選任後に話し合いの場をもち、成年後見人等が支援チームに入ることを本人、支援関係者全員

で共有することは、安易な交代を避けることに繋がるといえます。それでも、選任された後見人

等が継続して活動することが困難だと思われる場合は、中核機関や市町村申立て担当部署と相談

する体制を整え、必要であれば家庭裁判所に申立てを行い、後見人等の交代を具体的に進めてい

くことになります。 

 

Ｑ１６.第三者後見人の報酬 

生活保護受給者でも、第三者が後見人に選定された場合、後見人に報酬を支払うことが義務と

して課せられていますか。 

 

成年後見人等への報酬の付与は、裁判所の職権による判断です。報酬付与の審判がされた場合、

成年後見人等は本人の資産から報酬を受領することができます。しかし、本人の預貯金が不足す

る場合や、月々の収支から報酬を捻出できない場合に問題となります。専門職後見人によって本

人の権利擁護を推進してく制度利用を継続していくためには、成年後見制度利用支援事業が適切

に実施される必要があります。 

 基準は市町村によりますが、「成年後見利用支援事業」により、後見人報酬の助成がなされてい

ます（一応の目安として、在宅では月 28,000 円・施設では月 18,000 円という額が示されていま

す）。 

※平成 12年 7月 3日 厚生労働省老健局計画課長事務連絡 

Ｑ６.「成年後見制度利用支援事業」のうち、成年後見制度の利用に係る経費に対する助成の対

象経費は、成年後見制度の申立てに要する経費（登記手数料、鑑定費用等）及び成年後見人

等の報酬の全部又は一部とされているが、国庫補助の対象として具体的にはどのようなもの

を想定しているのか。 

Ａ６．（抜粋）成年後見人等の報酬については、本事業は、あくまで介護サービスの利用を支援

するものであることから、こうした趣旨を踏まえ、参考単価（在宅で 28,000 円、施設で 18,000 

円）を上限と考え、介護サービスの利用にかかる身上監護や金銭管理等に要する経費部分に

ついて、適切な単価設定を図られたい。 
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Ｑ１７.取消権の行使 

法定後見（後見・保佐・補助）では取消権がありますが、具体的にどのようなものでしょう

か。任意後見においても同様でしょうか。 

取消権とは、一定の法律行為を取り消す（事後的に無効とする）ことのできる権限です。後見

類型の場合、本人は判断能力を欠いている常況にあるため、判断能力を欠いたまま不当な契約を

締結してしまって損害を被ることのないよう保護する必要があるため成年後見人に取消権があり

ます。保佐類型の場合は、本人は不十分ながらも判断能力を有しているため、基本的に自ら法律

行為を行うことが可能とされており、例外的に一部の重大な行為については、支援者たる保佐人

の「同意」が必要とされます。本人が保佐人の同意なく単独で重大な法律行為をした場合に、保

佐人は後から取り消すことができます。補助類型の場合には、特に補助開始の審判と同時に補助

人に特定の法律行為を本人が行なうにつき同意権を付与する審判がなされた場合にのみ、その特

定の法律行為を本人が補助人の同意なく行ったときに取り消すことができます。法定後見（後見・

保佐・補助）においては、本人が不当な契約などをしてしまった（消費者被害など）場合に、適切

に取消権を行使し、本人を保護することができます。 

任意後見人には取消権がありません。 

 

Ｑ１８.被後見人等の遺言作成 

被後見人が、死亡後のことを考え、自分の意思表示にもとづき、遺言を作成する事は可能です

か、 被補助人の場合はどうですか。 

 

後見人が選任されている方であっても、当然に遺言ができないということではありません。遺

言能力というのは、契約締結能力やさまざまな法律行為をする判断能力とは別の能力です。例え

ば、精神障がいの方で、時期によって非常に波があるという場合に、精神状態の落ちついている

時、複数の医師の判断で、この人には現時点においては判断をする力があるという場合には、後

見人が選任されていても、遺言は可能という制度になっています。被後見人の状態によって異な

ります。 

被補助人については、多くの場合は、遺言能力はあるという傾向になると思います。ただし、

ご本人の具体的な事情によります。 

 

Ｑ１９.未成年 

未成年でも成年後見制度の利用が可能ですか。 

 

可能です。成年後見制度は、対象者を１８歳以上に限定する規定はなく、未成年の利用もあり

得ます。未成年であっても、障がいがあり、成人になってからも継続して支援が必要となること

が考えられる場合で、親権を適切に行使する人がいないような場合などは、成年後見制度の利用

に繋げることが必要なことがあると考えられます。 

例えば、児童養護施設等に入所している知的障がい者等の本人が施設を退所するにあたり、制

度利用を検討することは、１８歳が成人となり、一般的な退所時期と重なる点から重要です。社
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会に出ていく準備を行う段階で、どこに居住するのか、経済的な問題はどのように考えるのか、

就職するにあたりどのような職場環境や雇用契約を締結するのか等を実行していくことになりま

す。しかし、社会経験がなく、判断能力が不十分な本人の力だけではそれらを判断し実行してい

くことは困難な場合があります。自立を支援する観点から、どのように制度を利用していくのか

を準備段階で本人を入れて検討していく必要があります。 

個別性が高いため、中核機関が行う権利擁護相談などを利用されるべきと考えられます。 

 

Ｑ２０.重度身体障がい者 

伝達能力が乏しい、在宅の重度の身体障がい者が、家族からの介護放棄等で、生命の危険もあ

る状態で発見された場合に、成年後見制度の利用が可能ですか。 

 

成年後見制度は、精神上の障がいによって判断能力が減退している場合という要件があります

ので、「精神上の障がいにより」という要件を満たさない場合は、成年後見制度は利用できません。

重度であっても身体障がいであり、精神上の障がいがないということであれば、成年後見は利用

できないということになります。 

その場合には、措置による保護をするのか、あるいは判断能力があるということですので意思

疎通を図る方法を工夫し、専門職に財産管理や身上保護を委任する形での契約の締結により本人

を支援する方向性を探っていくということになると思います。 

 

Ｑ２１.家族による契約行為 

福祉サービスの「契約」については、事実上、本人にかわって家族が締結している場合がかな

りあるのではないかと思うのですが、契約締結能力のない方の場合、成年後見人のみが福祉サ

ービスにおける契約ができるのですか。家族による代理はどの範囲で可能なのですか。 

 

本人に契約締結能力がない場合、家族や、信頼できる人であったとしても本人の契約につき代

理する権限は、法律上ありません。実態として、家族による契約書への署名など、便宜上行って

いるもので、本人による契約としては法的な意味はありません。したがって、本人の権利擁護を

適切に図るには成年後見制度の利用を検討することが必要です。 

 

Ｑ２２.却下の場合の不服申立 

後見開始等の審判申立が却下された場合の不服申立の方法を教えてください。 

 

後見開始等の審判申立が却下された場合、申立人は、不服申立として、高等裁判所に対して即

時抗告の申立をすることができます。その期間は 2週間以内となっています。 
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巻末資料 

 

１. 令和 3年 11 月 26 日厚生労働省通知並びにＱ＆Ａ 

 

２. 令和 5年 5月 30 日厚生労働省事務連絡 

 

３．財産保全処分申立書[ 1 ]（財産の管理者の選任等)書式および記入例 

 

４．親族意向確認調査の文例 

 

 

 

 

 

※大阪家庭裁判所で使われる書類の様式や記載例等は、全て大阪家庭裁判所後見センターのホー

ムページに掲載されています。『市町村のご担当者の方へ』と題する市町村長申立の実務担当

者向けのページがありますので、そちらもご参照ください。様式は不定期で更新される場合が

ありますので、必要の都度ホームページからダウンロードし、活用いただくことをおすすめし

ます。 

 

 

大阪家庭裁判所 後見センター 検索 

 

 

 

 

 

巻末資料
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障障発０３３０第 11 号 

障精発０３３０第 21 号 

老計発０３３０第 13 号 

平成 12 年３月 30 日 

（一部改正）障障発第 0729001 号 

障精発第 0729001 号 

老計発第 0729001 号 

平成 17 年７月 29 日 

（最終改正）障障発 1126 第１号 

障精発 1126 第 1 号 

老認発 1126 第２号 

令和３年 11 月 26 日 

 

 

 

各        民生主管部(局)長宛 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に係る基準等の

基本的考え方及び手続の例示について 

 

 

老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 32 条、精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 51 条の 11 の２及び知的障害者福祉法（昭和

35 年法律第 37 号）第 28 条に基づく市町村長による後見等の開始の審判請求（以下

「市町村長申立て」という。）に関しては、｢民法の一部を改正する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律による老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律及び知的障害者福祉法の一部改正について｣（平成 12 年３月 30 日付け障障

発 0330 第 11 号、障精発 0330 第 21 号、老計発 0330 第 13 号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部障害福祉課長、社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長、老健

局計画課長連名通知）及び｢｢民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律による老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び知

的障害者福祉法の一部改正について｣の一部改正について｣（平成 17 年７月 29 日付け

障障発第 0729001 号、障精発第 0729001 号、老計発第 0729001 号厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部障害福祉課長、社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長、

老健局計画課長連名通知）において、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の手続を示

都道府県 

市 町 村 

巻末資料 1
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障障発０３３０第 11 号 

障精発０３３０第 21 号 

老計発０３３０第 13 号 

平成 12 年３月 30 日 

（一部改正）障障発第 0729001 号 

障精発第 0729001 号 

老計発第 0729001 号 

平成 17 年７月 29 日 

（最終改正）障障発 1126 第１号 

障精発 1126 第 1 号 

老認発 1126 第２号 

令和３年 11 月 26 日 

 

 

 

各        民生主管部(局)長宛 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に係る基準等の

基本的考え方及び手続の例示について 

 

 

老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 32 条、精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 51 条の 11 の２及び知的障害者福祉法（昭和

35 年法律第 37 号）第 28 条に基づく市町村長による後見等の開始の審判請求（以下

「市町村長申立て」という。）に関しては、｢民法の一部を改正する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律による老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律及び知的障害者福祉法の一部改正について｣（平成 12 年３月 30 日付け障障

発 0330 第 11 号、障精発 0330 第 21 号、老計発 0330 第 13 号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部障害福祉課長、社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長、老健

局計画課長連名通知）及び｢｢民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律による老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び知

的障害者福祉法の一部改正について｣の一部改正について｣（平成 17 年７月 29 日付け

障障発第 0729001 号、障精発第 0729001 号、老計発第 0729001 号厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部障害福祉課長、社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長、

老健局計画課長連名通知）において、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の手続を示

都道府県 

市 町 村 

 

してきたところである。 

 しかし、対象者の現在地と居住地、援護元が異なるなど複数の市町村が関わる場

合にいずれの市町村が成年後見審判の請求を行うかの申立基準が示されていないこ

とや、虐待事案等迅速な対応が必要な場合の親族調査のあり方などについて課題が

指摘されていることから、令和２年度に｢成年後見制度における市町村長申立に関す

る実務者協議｣を開催の上、検討を行い、令和３年３月 31 日付けで｢成年後見制度に

おける市町村長申立に関する実務者協議の取りまとめ」（以下｢取りまとめ｣とい

う。）を公表したところである。 

 今般、取りまとめを踏まえ、上記通知を全部改正することとし、市町村長申立て

基準及び虐待事案等における親族調査の基本的な考え方を示すとともに、市町村長

申立ての手続の例示を別添１及び２のとおり見直したので、御了知の上、関係機関

等に周知を図られたい。 

なお、本通知は法務省民事局と協議済みであることを申し添える。 

 また、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的助言として発出するものである。 
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記 

１ 市町村における成年後見開始の申立事務について 

成年後見制度は、私法上の法律関係を規律するものであり、本人、配偶者、四親

等内の親族等の当事者による申立てに基づく利用に委ねることが基本となるが、判

断能力が不十分な認知症高齢者、精神障害者及び知的障害者のうち、身寄りがない

場合など当事者による申立てが期待できない状況にあるものについて、当事者によ

る審判の請求を補完し、成年後見制度の利用を確保するため、これらの者に対する

相談、援助等のサービス提供の過程において、その実情を把握しうる立場にある市

町村長に対し、審判の請求権を付与することとしたものである。 

また、判断能力が不十分な認知症高齢者、精神障害者及び知的障害者のうち、身

寄りがない場合など当事者による申立が期待できない状況にあるものについての

権利擁護のための支援策としては、市町村長申立てに基づく成年後見制度の活用の

ほか、日常生活自立支援事業の活用も考えられること、さらに、身寄りのない認知

症高齢者等は、老人福祉法第 10 条の４又は第 11 条に基づく市町村の措置等の対象

になりうることを申し添える。(任意後見契約が登記されている場合には、原則と

して当該契約が優先することになる。(任意後見契約に関する法律第 10 条)) 

なお、成年後見制度と日常生活自立支援事業との関係については、「民法の一部

を改正する法律等の施行に伴う地域福祉権利擁護事業の実施上の留意点について」

(平成 12 年 3 月 30 日社援地第 14 号厚生省社会・援護局地域福祉課長通知)を参考

にされたい。 

 

２ 市町村長の審判の請求における留意事項等について 

(１) 申立書について 

申立書について、家庭裁判所で用いられる書式例(別添３)を参考までに添付

する。なお、実際の申立てに当たっては、その提出先が後見・保佐・補助の開

始の審判を受ける者の住所地を管轄する家庭裁判所であることから、記載方法

等については、管轄の家庭裁判所に確認されたい。 

(２)  審判の請求に要する費用について 

審判の請求にあたっては、印紙代(後見又は保佐開始の審判の申立ては 800

円、保佐又は補助開始の審判の申立てと同時に代理権付与又は同意権付与の審

判の申立てもするときは 1,600 円、保佐又は補助開始の審判の申立てと同時に

代理権付与及び同意権付与の審判の申立てもするときは 2,400 円)、登記手数

料(後見・保佐・補助の開始の審判の申立てについては 2,600 円)、送達・送付

費用（納めるべき郵便切手の額については、管轄の家庭裁判所に確認されたい）、

鑑定費用等の費用負担が必要となる。また、後見等の開始後には、後見等の事

務を行うために必要な経費や成年後見人等の報酬等の費用負担が必要となる

が、これらについては、本人が負担することになること。 

 (３) 成年後見人等の候補者について 

申立てに当たっては、適当な成年後見人等の候補者がある場合には、これ

を申立書に記載することが望ましいが、家庭裁判所は、成年後見人等の選任

に当たって、 

・ 成年被後見人等の心身の状態並びに生活及び財産の状況 

・ 成年後見人等となる者の職業及び経歴並びに成年被後見人等との利害関係の

有無 
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記 

１ 市町村における成年後見開始の申立事務について 

成年後見制度は、私法上の法律関係を規律するものであり、本人、配偶者、四親

等内の親族等の当事者による申立てに基づく利用に委ねることが基本となるが、判

断能力が不十分な認知症高齢者、精神障害者及び知的障害者のうち、身寄りがない

場合など当事者による申立てが期待できない状況にあるものについて、当事者によ

る審判の請求を補完し、成年後見制度の利用を確保するため、これらの者に対する

相談、援助等のサービス提供の過程において、その実情を把握しうる立場にある市

町村長に対し、審判の請求権を付与することとしたものである。 

また、判断能力が不十分な認知症高齢者、精神障害者及び知的障害者のうち、身

寄りがない場合など当事者による申立が期待できない状況にあるものについての

権利擁護のための支援策としては、市町村長申立てに基づく成年後見制度の活用の

ほか、日常生活自立支援事業の活用も考えられること、さらに、身寄りのない認知

症高齢者等は、老人福祉法第 10 条の４又は第 11 条に基づく市町村の措置等の対象

になりうることを申し添える。(任意後見契約が登記されている場合には、原則と

して当該契約が優先することになる。(任意後見契約に関する法律第 10 条)) 

なお、成年後見制度と日常生活自立支援事業との関係については、「民法の一部

を改正する法律等の施行に伴う地域福祉権利擁護事業の実施上の留意点について」

(平成 12 年 3 月 30 日社援地第 14 号厚生省社会・援護局地域福祉課長通知)を参考

にされたい。 

 

２ 市町村長の審判の請求における留意事項等について 

(１) 申立書について 

申立書について、家庭裁判所で用いられる書式例(別添３)を参考までに添付

する。なお、実際の申立てに当たっては、その提出先が後見・保佐・補助の開

始の審判を受ける者の住所地を管轄する家庭裁判所であることから、記載方法

等については、管轄の家庭裁判所に確認されたい。 

(２)  審判の請求に要する費用について 

審判の請求にあたっては、印紙代(後見又は保佐開始の審判の申立ては 800

円、保佐又は補助開始の審判の申立てと同時に代理権付与又は同意権付与の審

判の申立てもするときは 1,600 円、保佐又は補助開始の審判の申立てと同時に

代理権付与及び同意権付与の審判の申立てもするときは 2,400 円)、登記手数

料(後見・保佐・補助の開始の審判の申立てについては 2,600 円)、送達・送付

費用（納めるべき郵便切手の額については、管轄の家庭裁判所に確認されたい）、

鑑定費用等の費用負担が必要となる。また、後見等の開始後には、後見等の事

務を行うために必要な経費や成年後見人等の報酬等の費用負担が必要となる

が、これらについては、本人が負担することになること。 

 (３) 成年後見人等の候補者について 

申立てに当たっては、適当な成年後見人等の候補者がある場合には、これ

を申立書に記載することが望ましいが、家庭裁判所は、成年後見人等の選任

に当たって、 

・ 成年被後見人等の心身の状態並びに生活及び財産の状況 

・ 成年後見人等となる者の職業及び経歴並びに成年被後見人等との利害関係の

有無 

 

・ 成年後見人等となる者が法人であるときは、その事業の種類及び内容並びに

その法人及びその代表者と成年被後見人等との利害関係の有無 

・ 成年被後見人等の意見 

・ その他一切の事情 

を考慮しなければならないこととされている。(改正後の民法第 843 条第 4項 

、第 876 条の 2第 2項及び第 876 条の 7第 2項) 

市町村長の審判の請求の際に成年後見人等の候補者を申立書に記載する場合

は、例えば、認知症高齢者、精神障害者及び知的障害者のうち、社会福祉施設

に入所しているものについては、当該施設の施設長や当該施設を経営する法人

を成年後見人等とすることは本人にとって利益相反に当たる可能性があること

に留意すること。 

 (４) 医師の診断書について 

補助開始の審判の際に必要となる医師の診断書についても、最高裁判所事務

総局家庭局作成の書式例(別添４)を参考までに添付する。 

(５) 成年後見制度利用支援事業の積極的な活用について 

成年後見制度の利用に要する費用について補助を受けなければ成年後見制度

の利用が困難であると認められるものについて、知的障害者及び精神障害者に

ついては、「地域生活支援事業の実施について」（平成 18 年８月１日障発第

0801002 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）において、高齢者に

ついては、「地域支援事業の実施について」（平成 18 年６月９日老発第 0609001

号厚生労働省老健局長通知）において、それぞれ成年後見制度利用支援事業（以

下「利用支援事業」という。）として成年後見制度の申立てに要する経費及び後

見人等の報酬について補助の対象としているところである。 

各自治体においては、補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難である

者に対する権利擁護の観点から、事業の積極的な活用を図られたい。 

 

３ 市町村長申立ての対象者の住所と居所が異なる市町村である場合における申立

基準の原則 

(１) 申立てを行う市町村について 

市町村長申立てに当たっては、対象者の権利擁護支援が迅速に行われること

により、本人の利益が尊重されることが重要である。市町村長申立てを行う市

町村は、本人の状態像や生活実態を的確に把握していることが重要であること

や、施設所在地への申立ての過度の集中を防ぐ観点も考慮する必要がある。こ

れらの観点を総合的に踏まえ、住所（住民登録のある場所をいう。以下同じ。）

と居所が異なる市町村である場合における市町村長申立ては原則として、 

 

   ・ 生活保護の実施機関(都道府県が実施機関である場合を除く。以下同じ。) 

   ・ 入所措置の措置権者 

   ・ 介護保険の保険者 

   ・ 自立支援給付の支給決定市町村 

 

等となる市町村が行うこと。 
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ただし、施設入所が長期化し、施設所在地市町村が本人の状況をよく把握し

ている場合等においては、当該市町村が積極的に申し立てることを妨げるもの

ではない。 

また、居所となる施設所在地市町村や成年後見制度の利用促進を担う中核機

関等は、医師の診断書や本人情報シートの作成に係る調整、後見人等の受任調

整等に関して、迅速な申立てに資するため、市町村長申立てを行う市町村の要

請に応じて協力すること。 

なお、本人の年齢や状態によっては、市町村内において関係部局が複数にな

ることも想定されることから、市町村長申立てに向けて円滑な情報共有を図る

ため、庁内における連携体制を構築すること。 

(２) 利用支援事業における市町村間の取扱いの差異について 

全国どこに住んでいても成年後見制度の利用が必要な人が制度を利用するこ

とができるよう、利用支援事業について市町村間の取扱いの差異（格差）を解

消することが重要である。利用支援事業が未実施であることや対象者の範囲が

異なることを理由として申立てを行わないなど、利用支援事業の実施の有無等

が市町村長申立ての実施に影響することがないよう、利用支援事業の未実施市

町村等におかれては、国の成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査の結

果も踏まえつつ、積極的な取組をお願いしたい。 

 

４ 市町村長申立てにおける親族調査の基本的な考え方について 

市町村長申立てにおける親族の有無等についての調査（以下｢親族調査｣という。）

は、老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び知的障害者福祉法

の規定に基づき、親族等の法定後見の開始の審判等の請求を行うことが期待できず、

市町村長が｢その福祉を図るため特に必要があると認めるとき｣かどうかを確認する

ために行うものであり、次の３つに分けられる。 

 

ア 戸籍調査 

  親族の有無を確認する目的で行う調査 

イ 意向調査 

  親族が申立てを行う意向があるかを確認する目的で行う調査 

ウ 利用意見調査 

成年後見制度を利用開始すること等への意見を確認する目的で行う調査 

 

(１) 戸籍調査の基本的な考え方について 

市町村長申立てに当たっては、市町村長は、あらかじめ２親等以内の親族の

有無を確認すること。その結果、２親等以内の親族がいない場合であっても、３

親等又は４親等の親族であって審判請求をする者の存在が明らかであるときは、

市町村長申立ては行わないことが適当である。 

(２) 意向調査の基本的な考え方について 

意向調査については、親族が申立てを行う意向が確認できないことを理由と

して申立事務を中断することなく、迅速な市町村長申立ての実施に努めること。 

また、虐待以外であっても、親族の重病、長期不在や居住不明により親族から

の申立てが期待できない場合は、省略することができる。 

 (３) 利用意見調査の基本的な考え方について 
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ただし、施設入所が長期化し、施設所在地市町村が本人の状況をよく把握し

ている場合等においては、当該市町村が積極的に申し立てることを妨げるもの

ではない。 

また、居所となる施設所在地市町村や成年後見制度の利用促進を担う中核機

関等は、医師の診断書や本人情報シートの作成に係る調整、後見人等の受任調

整等に関して、迅速な申立てに資するため、市町村長申立てを行う市町村の要

請に応じて協力すること。 

なお、本人の年齢や状態によっては、市町村内において関係部局が複数にな

ることも想定されることから、市町村長申立てに向けて円滑な情報共有を図る

ため、庁内における連携体制を構築すること。 

(２) 利用支援事業における市町村間の取扱いの差異について 

全国どこに住んでいても成年後見制度の利用が必要な人が制度を利用するこ

とができるよう、利用支援事業について市町村間の取扱いの差異（格差）を解

消することが重要である。利用支援事業が未実施であることや対象者の範囲が

異なることを理由として申立てを行わないなど、利用支援事業の実施の有無等

が市町村長申立ての実施に影響することがないよう、利用支援事業の未実施市

町村等におかれては、国の成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査の結

果も踏まえつつ、積極的な取組をお願いしたい。 

 

４ 市町村長申立てにおける親族調査の基本的な考え方について 

市町村長申立てにおける親族の有無等についての調査（以下｢親族調査｣という。）

は、老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び知的障害者福祉法

の規定に基づき、親族等の法定後見の開始の審判等の請求を行うことが期待できず、

市町村長が｢その福祉を図るため特に必要があると認めるとき｣かどうかを確認する

ために行うものであり、次の３つに分けられる。 

 

ア 戸籍調査 

  親族の有無を確認する目的で行う調査 

イ 意向調査 

  親族が申立てを行う意向があるかを確認する目的で行う調査 

ウ 利用意見調査 

成年後見制度を利用開始すること等への意見を確認する目的で行う調査 

 

(１) 戸籍調査の基本的な考え方について 

市町村長申立てに当たっては、市町村長は、あらかじめ２親等以内の親族の

有無を確認すること。その結果、２親等以内の親族がいない場合であっても、３

親等又は４親等の親族であって審判請求をする者の存在が明らかであるときは、

市町村長申立ては行わないことが適当である。 

(２) 意向調査の基本的な考え方について 

意向調査については、親族が申立てを行う意向が確認できないことを理由と

して申立事務を中断することなく、迅速な市町村長申立ての実施に努めること。 

また、虐待以外であっても、親族の重病、長期不在や居住不明により親族から

の申立てが期待できない場合は、省略することができる。 

 (３) 利用意見調査の基本的な考え方について 

 

利用意見調査については、制度利用に対する親族の同意は必要とされておら

ず、利用意見調査表の提出は義務ではない。これを踏まえて、親族の同意が得

られないことを理由として申立事務を中断することなく、迅速な市町村長申立

ての実施に努めること。 

 (４) 虐待等の緊急事案における親族調査の基本的な考え方について 

虐待等の緊急事案における親族調査については、個々の事案の状況に応じて

適切かつ迅速な申立てが求められるところであり、次のとおり取り扱うこと。 

 

・  戸籍調査については、本人に対する権利擁護支援において中核を担うキー

パーソンの把握という観点から、虐待事案等においても原則として実施する

こと。 

ただし、事案の緊急性が高い場合で、２親等以内の親族が遠隔地に住んで

いる等の理由により戸籍情報の取得が遅れる場合においては、現状において

把握し得る情報をもって速やかに審判の申立てを行った上で、並行して戸籍

調査を行うこともあり得ること。 

・  意向調査については、虐待等の緊急事案においては省略することができる

こと。 

一方で、戸籍調査を行う過程で他のキーパーソンが明らかになった場合や、

成年後見の申立後の支援等を考慮するに当たって調査を実施した方が良いと

判断した場合等においては、各市町村の判断により意向調査を実施すること

ができる。 

ただし、虐待者に成年後見制度利用の意向が伝わり、状況等が更に悪化す

ることが想定されることから、実施に当たっては十分留意すること。 

・  利用意見調査については、キーパーソンの把握や推定相続人の意見確認と

いう観点から任意で調査を行う場合、意向調査と同様、親族へ調査すること

で虐待者に成年後見制度利用の意向が伝わることで、状況等が更に悪化する

ことも想定されることから、慎重に実施すること。 
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事 務 連 絡 

令和３年 11 月 26 日 

 

 

各     民生主管部(局)長宛 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長 

 

 

｢市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に 

係る基準等の基本的考え方及び手続の例示について｣のＱ＆Ａに 

ついて 

 

 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 32 条、精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 51 条の 11 の２及び知的障害者

福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）第 28 条に基づく市町村長による後見等の開

始の審判請求（以下「市町村長申立て」という。）に関しては、｢市町村長によ

る成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に係る基準等の基本的考え方

及び手続の例示について｣（令和３年 11 月 26 日付け障障発 1126 第１号、障精

発 1126 第１号、老認発 1126 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課長、社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長、老健局認知症施

策・地域介護推進課長連名通知）において、市町村長申立基準及び虐待事案等

における親族調査の基本的な考え方を示すとともに、市町村長申立の手続の例

示を見直したところですが、今般、個別事案等の考え方について、別紙の通り

Ｑ＆Ａを作成したので、ご参考までに送付いたします。 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

市 町 村 
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事 務 連 絡 

令和３年 11 月 26 日 

 

 

各     民生主管部(局)長宛 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長 

 

 

｢市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に 

係る基準等の基本的考え方及び手続の例示について｣のＱ＆Ａに 

ついて 

 

 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 32 条、精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 51 条の 11 の２及び知的障害者

福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）第 28 条に基づく市町村長による後見等の開

始の審判請求（以下「市町村長申立て」という。）に関しては、｢市町村長によ

る成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に係る基準等の基本的考え方

及び手続の例示について｣（令和３年 11 月 26 日付け障障発 1126 第１号、障精

発 1126 第１号、老認発 1126 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課長、社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長、老健局認知症施

策・地域介護推進課長連名通知）において、市町村長申立基準及び虐待事案等

における親族調査の基本的な考え方を示すとともに、市町村長申立の手続の例

示を見直したところですが、今般、個別事案等の考え方について、別紙の通り

Ｑ＆Ａを作成したので、ご参考までに送付いたします。 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

市 町 村 

別 紙 

 

 

 それぞれ下表右欄の市町村が原則として市町村長申立てを行うこととする。 

ア 生活保護を受給しながら介護保

険サービス、障害福祉サービスを

利用している場合又は医療機関

に入院している場合（※１） 

生活保護の実施機関 

（都道府県が実施機関である場

合を除く。） 

イ 措置を受けて介護保険サービス

又は障害福祉サービスを利用し

ている場合 

措置の実施機関 

（措置から契約に切り替わった

場合を除く。） 

ウ 住所地特例（居住地特例）対象施

設に入所し、介護保険サービスと

障害福祉サービスを双方利用し

ている場合 

対象者の生活の維持にとってよ

り中心的であるサービスを所管

する市町村（保険者又は支給決定

市町村） 

エ 生活保護を受給せず、介護保険サ

ービス、障害福祉サービスの利用

もない場合  

本人の居住地のある市町村（※

２） 

ただし、長期入院患者の場合は、

本人が退院後入院前の居住地に

居住することが予定されている

ときは、入院前の居住地の市町村

が申し立てを行うこと。 

（※１） 例示として以下のような場合が考えられる。 

・ 住民基本台帳上、住所は存在するが既に家財等を処分し居所ではな

くなっており、現在地（医療機関）には住所を変更できない場合。 

・ 入院中のため介護保険サービス等は不要である場合。 

（※２） 住民票を移さずに別の市町村に居住実態があることも想定されるた

め、形式的に住所地で判断はしない。 

 

ただし、都道府県がすでに所管域内の調整を円滑にする独自のルールを定

めている場合や、自治体間で合意がある場合はこの限りではない。また、都

道府県と政令市の協議により、都道府県の判断機能を政令市に依頼すること

も差し支えない。 

                       

 

 

Ｑ１ 本人が複数のサービスを利用し、保険者市町村と支給決定市町村が異

なる場合や、長期入院患者の場合等における市町村長申立てについて

は、いずれの市町村が市町村長申立てを行うべきか？ 
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以下の考慮事項を総合的に勘案して、原則として関係市町村が協議の上で

決定すること。 

 

（考慮事項） 

ア 本人の状態像や生活実態を把握していることも重要であること。 

イ 本人への関わりは成年後見の申立てで終了ではなく、本人の権利擁護

支援に取り組むチームに後見人等が参加し、どのような支援を行ってい

くかを継続して検討していく必要があること。（市町村としては受任調

整や成年後見制度利用支援事業による関わりがあること。） 

ウ 審判の請求は本人住所地を管轄する裁判所にて行う必要があること。 

 

なお、１ヶ月間を目処として市町村間での協議が整わない場合は、本人の

権利擁護に支障を来すことがないように、市町村から都道府県に協議を行い、

都道府県において判断すること。 

都道府県をまたぐ場合においては、本人の権利擁護支援が可能な限り迅速

に行われるよう、都道府県間で協議の上、判断すること。 

 

 

  

都道府県間で協議が難航した場合は、それぞれの同意の下、具体的な論点

を明らかにして、下記の照会先までメールにて送信すること。 

（知的障害者に関する相談の場合） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室 

 E-mail:soudan-shien@mhlw.go.jp 

（精神障害者に関する相談の場合） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課 

 E-mail:seishin-hourei@mhlw.go.jp 

（高齢者に関する相談の場合） 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

 E-mail:ninchisyo@mhlw.go.jp 

Ｑ２ Ｑ１の原則に依りがたい特別な事情がある場合においては、いずれの

市町村が市町村長申立てを行うべきか？ 

Ｑ３ 都道府県間の協議が難航した場合はどのように取り扱うべきか。 
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以下の考慮事項を総合的に勘案して、原則として関係市町村が協議の上で

決定すること。 

 

（考慮事項） 

ア 本人の状態像や生活実態を把握していることも重要であること。 

イ 本人への関わりは成年後見の申立てで終了ではなく、本人の権利擁護

支援に取り組むチームに後見人等が参加し、どのような支援を行ってい

くかを継続して検討していく必要があること。（市町村としては受任調

整や成年後見制度利用支援事業による関わりがあること。） 

ウ 審判の請求は本人住所地を管轄する裁判所にて行う必要があること。 

 

なお、１ヶ月間を目処として市町村間での協議が整わない場合は、本人の

権利擁護に支障を来すことがないように、市町村から都道府県に協議を行い、

都道府県において判断すること。 

都道府県をまたぐ場合においては、本人の権利擁護支援が可能な限り迅速

に行われるよう、都道府県間で協議の上、判断すること。 

 

 

  

都道府県間で協議が難航した場合は、それぞれの同意の下、具体的な論点

を明らかにして、下記の照会先までメールにて送信すること。 

（知的障害者に関する相談の場合） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室 

 E-mail:soudan-shien@mhlw.go.jp 

（精神障害者に関する相談の場合） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課 

 E-mail:seishin-hourei@mhlw.go.jp 

（高齢者に関する相談の場合） 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

 E-mail:ninchisyo@mhlw.go.jp 

Ｑ２ Ｑ１の原則に依りがたい特別な事情がある場合においては、いずれの

市町村が市町村長申立てを行うべきか？ 

Ｑ３ 都道府県間の協議が難航した場合はどのように取り扱うべきか。 

 

 

事 務 連 絡

令和５年５月３０日

各 成年後見制度利用促進担当課 御中

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活・発達障害者支援室

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課

市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求の適切な実施

及び成年後見制度利用支援事業の推進について

日頃から成年後見制度の利用促進や権利擁護の推進に御尽力いただき、厚く御礼申し上げ

ます。

老人福祉法（昭和 年法律第 号）第 条、精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律（昭和 年法律第 号）第 条の の２及び知的障害者福祉法（昭和 年法律第

号）第 条に基づく市町村長による後見等の開始の審判請求（以下「市町村長申立て」と

いう。）については、「第二期成年後見制度利用促進基本計画（令和４年３月 日閣議決

定。以下「第二期基本計画」という。）」において、一部の市町村で適切に実施されておら

ず、実施状況に市町村間で格差があるとの指摘がなされるとともに、国は、市町村長申立て

の実態等を把握した上で、その結果を踏まえ、市町村長申立てが適切に実施されるよう、実

務の改善を図っていくこととされたところです。

また、低所得の高齢者、知的障害者及び精神障害者に対して、成年後見制度の申立費用

や後見人等に対する報酬助成を行う成年後見制度利用支援事業についても、第二期基本計

画において、市町村により実施状況が異なり、後見人等が報酬を受け取ることができない

事案が相当数あるとの指摘がされました。

上記を踏まえ、令和４年度厚生労働省老人保健健康増進等事業により、「成年後見制度に

おける市町村長申立の適切な実施及び成年後見制度利用支援事業の推進に関する調査研究

事業（以下「Ｒ４調査研究事業」という。）」が実施されるとともに、成年後見制度の利用

の促進に関する法律（平成 年法律第 号）第 条第２項に基づき設置されている「成

年後見制度利用促進専門家会議」のワーキング・グループにおいて、Ｒ４調査研究事業の

中間報告を行った上で御議論いただき、今般、市町村長申立ての適切な実施及び成年後見

制度利用支援事業の推進に向けた留意事項の整理を行いました。

つきましては、全国どの地域においても成年後見制度を必要とする人が制度を利用でき

るよう、下記留意事項を踏まえ、市町村長申立ての適切な実施や成年後見制度利用支援事

業を推進していただきますようお願いいたします。

都道府県

市 町 村

巻末資料 2
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記

１ 市町村長申立て及び成年後見制度利用支援事業に関する要綱等の整備について

市町村長申立て及び成年後見制度利用支援事業に関する要綱等については、Ｒ４調査

研究事業の調査結果では、多くの市町村で整備されているものの、未整備の市町村も確

認されました。市町村長申立てや成年後見制度利用支援事業の適切かつ迅速な実施及び

組織的な対応を図るため、未整備市町村においては、要綱等の整備に向けた検討をお願

いします。Ｒ４調査研究事業報告書において、ヒアリング調査を行った自治体の要綱等

を掲載しているので、参考としてください。

（参考）Ｒ４調査研究事業報告書 ～ 、 ～ 、 ～ 、 ～ 、

～ 、 ～

また、同報告書において、自治体が作成した市町村長申立マニュアルを掲載している

ので、これらを参考としつつ、マニュアル等の作成・周知等、適切な実施に向けた検討

を行っていただくようお願いします。

（参考）Ｒ４調査研究事業報告書 ～ 「成年後見制度 市町村長申立マニュアル

（新潟県・新潟県社会福祉協議会）」

２ 市町村長申立てに係る申立基準の原則を踏まえた適切な運用について

市町村長申立ての対象者の住所と居所が異なる市町村である場合における申立基準の

原則については、「市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に係

る基準等の基本的考え方及び手続の例示について」（令和３年 月 日付け厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長、精神・障害保健課長、老健局認知症施策・地

域介護推進課長通知）においてお示ししたところであり、Ｒ４調査研究事業の調査結果

では、複数の市町村が関わる案件を本通知により円滑に調整できた事例が確認された一

方で、本通知でお示しした原則が当該市町村の要綱に反映されていないことなどから調

整が困難であった事例についても確認されました。

つきましては、各市町村においては、本通知の原則を踏まえた適切な運用を行うよう

お願いします。また、本通知の原則について各市町村が定める要綱等へ反映がされてい

るか確認するとともに、反映がされていない場合には要綱等の見直しを検討するようお

願いします。

なお、住所と居所が異なる市町村である場合のほか、例えば、グループホーム等に入

居している者であって、住所と居所は同一市町村であるものの、保険者や支給決定市町

村が当該グループホーム等への入居前の市町村である場合についても、上記通知の申立

基準の原則の考え方を踏まえて対応いただくようお願いします。

３ 成年後見制度利用支援事業の適切な実施のための必要な見直しについて

第二期基本計画のＫＰＩでは、市町村は成年後見制度利用支援事業について、令和６

年度末までに適切な実施のための必要な見直し等を検討することとされています。これ

まで同事業の適切な実施について繰り返し周知を図ってきたところですが、Ｒ４調査研
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記

１ 市町村長申立て及び成年後見制度利用支援事業に関する要綱等の整備について

市町村長申立て及び成年後見制度利用支援事業に関する要綱等については、Ｒ４調査

研究事業の調査結果では、多くの市町村で整備されているものの、未整備の市町村も確

認されました。市町村長申立てや成年後見制度利用支援事業の適切かつ迅速な実施及び

組織的な対応を図るため、未整備市町村においては、要綱等の整備に向けた検討をお願

いします。Ｒ４調査研究事業報告書において、ヒアリング調査を行った自治体の要綱等

を掲載しているので、参考としてください。

（参考）Ｒ４調査研究事業報告書 ～ 、 ～ 、 ～ 、 ～ 、

～ 、 ～

また、同報告書において、自治体が作成した市町村長申立マニュアルを掲載している

ので、これらを参考としつつ、マニュアル等の作成・周知等、適切な実施に向けた検討

を行っていただくようお願いします。

（参考）Ｒ４調査研究事業報告書 ～ 「成年後見制度 市町村長申立マニュアル

（新潟県・新潟県社会福祉協議会）」

２ 市町村長申立てに係る申立基準の原則を踏まえた適切な運用について

市町村長申立ての対象者の住所と居所が異なる市町村である場合における申立基準の

原則については、「市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に係

る基準等の基本的考え方及び手続の例示について」（令和３年 月 日付け厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長、精神・障害保健課長、老健局認知症施策・地

域介護推進課長通知）においてお示ししたところであり、Ｒ４調査研究事業の調査結果

では、複数の市町村が関わる案件を本通知により円滑に調整できた事例が確認された一

方で、本通知でお示しした原則が当該市町村の要綱に反映されていないことなどから調

整が困難であった事例についても確認されました。

つきましては、各市町村においては、本通知の原則を踏まえた適切な運用を行うよう

お願いします。また、本通知の原則について各市町村が定める要綱等へ反映がされてい

るか確認するとともに、反映がされていない場合には要綱等の見直しを検討するようお

願いします。

なお、住所と居所が異なる市町村である場合のほか、例えば、グループホーム等に入

居している者であって、住所と居所は同一市町村であるものの、保険者や支給決定市町

村が当該グループホーム等への入居前の市町村である場合についても、上記通知の申立

基準の原則の考え方を踏まえて対応いただくようお願いします。

３ 成年後見制度利用支援事業の適切な実施のための必要な見直しについて

第二期基本計画のＫＰＩでは、市町村は成年後見制度利用支援事業について、令和６

年度末までに適切な実施のための必要な見直し等を検討することとされています。これ

まで同事業の適切な実施について繰り返し周知を図ってきたところですが、Ｒ４調査研

究事業の調査結果では、複数の市町村が関わる事案において、一方が報酬助成の要件を

限定しているために調整が難航した事例が確認されました。

各市町村においては、第二期基本計画のＫＰＩや上記調査結果を踏まえ、

・未実施市町村においては、当該事業を実施すること

・市町村長申立の場合に限らず、本人や親族からの申立等も対象とすること

・費用の補助がなければ利用が困難な方を対象としている趣旨を踏まえ、広く低所得

者を対象とするような要件の設定とすること

・後見人以外の、後見監督人、保佐人、保佐監督人、補助人、補助監督人についても

助成対象とすること

について検討を行うようお願いします。

４ 成年後見制度利用支援事業の周知・広報について

Ｒ４調査研究事業において実施されたヒアリング調査において、成年後見制度利用支

援事業の内容や申請書についてホームページに掲載し、周知・広報を行った結果、専門

職等の理解が進み、市町村が実施している施策の共有が進んだ等、周知・広報の効果が

確認された事例がありました。

各市町村においては、上記事例を参考とし、成年後見制度利用支援事業の内容等につ

いてホームページ掲載により広く周知・広報を行うことや、関係者間で共有する仕組み

の構築について検討をお願いします。

５ 都道府県による広域的な見地からの市町村に対する支援について

成年後見制度の利用の促進に関する法律第 条においては、都道府県は、各市町村の

区域を超えた広域的な見地から、成年後見人等となる人材の育成、必要な助言その他の

援助を行うよう努めるものとする旨が規定されています。

Ｒ４調査研究事業において実施されたヒアリング調査においては、都道府県が管内市

町村の成年後見制度利用支援事業の実施要綱等を集約・一覧化し、助言等を行うことに

より、助成対象となる申立類型の統一が図られた事例がありました。

各都道府県においては、上記事例や次項の好事例等を参考とし、広域的な見地からの

市町村支援をお願いします。

６ 好事例自治体の取組について

Ｒ４調査研究事業では、市町村長申立て及び成年後見制度利用支援事業の全国の実施

状況や好事例等の把握を行うとともに、有識者や専門職、自治体関係者で構成される検

討委員会での議論を踏まえ、別添のとおり参考事例集をとりまとめました。

参考事例集では、市町村の取組として、

・市町村長申立てを含めた適切な支援につなげる仕組の整備

・支援策の検討を効率的に行うためのチェックシートの作成・活用

・専門職へ相談・助言を受ける体制の整備

都道府県の取組として、
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・管内市町村の状況を把握した上での個別市町村毎の伴走支援

・市町村長申立マニュアルやモデル要綱の作成・周知

・市町村職員や相談窓口を担う職員を対象とした研修の実施

等について盛り込んでいます。

各市町村及び各都道府県においては、地域の実情に応じた取組や体制整備等を検討す

る際の参考として御活用いただくようお願いします。

【別添】

全国的な市町村長申立の適切な実施や成年後見制度利用支援事業の推進に向けて

＜参考事例集＞

【Ｒ４調査研究事業査報告書の掲載先】

「成年後見制度における市町村長申立の適切な実施及び成年後見制度利用支援事業の

推進に関する調査研究事業」報告書

一般財団法人 日本総合研究所ホームページ

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活・発達障害者支援室

電話： （内線： ）

：

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課

電話： （内線： ）

：

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課

電話： （内線： ）

：
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・管内市町村の状況を把握した上での個別市町村毎の伴走支援

・市町村長申立マニュアルやモデル要綱の作成・周知

・市町村職員や相談窓口を担う職員を対象とした研修の実施

等について盛り込んでいます。

各市町村及び各都道府県においては、地域の実情に応じた取組や体制整備等を検討す

る際の参考として御活用いただくようお願いします。

【別添】

全国的な市町村長申立の適切な実施や成年後見制度利用支援事業の推進に向けて

＜参考事例集＞

【Ｒ４調査研究事業査報告書の掲載先】

「成年後見制度における市町村長申立の適切な実施及び成年後見制度利用支援事業の

推進に関する調査研究事業」報告書

一般財団法人 日本総合研究所ホームページ

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活・発達障害者支援室

電話： （内線： ）

：

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課

電話： （内線： ）

：

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課

電話： （内線： ）

：

 

 

 

 

　財産保全処分申立書[ 1 }　(財産の管理者の選任等)　【書式】

円
円
円

受付印
  家事審判申立書　　事件名(                                                  )

 (この欄に申立手数料として１件について８００円分の収入印紙を貼ってください。)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                         　　(貼った印紙に押印しないでください。)
(注意)登記手数料としての収入印紙を納付する場合は、登記手数料としての収入印紙は
貼らずにそのまま提出して下さい。

収入印紙　　　　　　　
予納郵便切手
予納収入印紙

準口頭 関連事件番号　　令和　　年(家　　　) 第　　　　　　　号

　　　　　家庭裁判所
　　　　　御中
令和　　年　　月　　日

申      立      人
(又は法定代理人など)
の　記　名　押　印

㊞

〒　　　-                                                     電話　　　　(       )

　　　　県　　　　　市　　　町　　 　丁目　　　番　　　号    　　　　(                              方）

連　　絡　　先

添　付　書　類
(審理のために必要な場合は、追加書類の提出をお願いすることがあります。)

申
　
　
立
　
　
人

本　　　　　籍
(国 　     籍)

(戸籍の添付が必要とされていない申立ての場合は、記入する必要はありません。)
　　　　　　　　　　　　　都道
　　　　　　　　　　　　　府県

住　　　　　所
〒　　　-                                                     電話　　　　(       )

　　　　県　　　　　市　　　町　　 　丁目　　号    　　　　(                              方）

連　　絡　　先
〒　　　-                                                     電話　　　　(       )
　　　　県　　　　　市　　　町　　 　丁目　　号

フリガナ

氏　　　名

　　大正
　　昭和　　　　年　月　日　　生
　　平成　　　　　　　　　　(　　歳）

職　　　　業

〒　　　-                                                     電話　　　　(       )
　　　　県　　　　　市　　　町　　 　丁目　　　番　　　号

フリガナ

氏　　　名

　　大正
　　昭和　　　　年　月　日　　生
　　平成　　　　　　　　　　(　　歳）

職　　　　業

（注）太枠の中だけ記入して下さい。　※の部分は、申立人、法定代理人、成年被後見人となるべき者、不在者、共同相続人、被相続人等の区別
を記入してください。

申　　　立　　て　　の　　趣　　旨

※
相
　
　
手
　
　
方

本　　　　　籍
(国 　     籍)

(戸籍の添付が必要とされていない申立ての場合は、記入する必要はありません)
　　　　　　　　　　　　　都道
　　　　　　　　　　　　　府県

住　　　　　所

申　　立　　て　　の　　理　　由
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　財産保全処分申立書[ 1 }　(財産の管理者の選任等)　【記入例】

円
円
円

  家事審判申立書　　事件名(                                                  )
受付印

 (この欄に申立手数料として１件について８００円分の収入印紙を貼ってください。)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                         　　(貼った印紙に押印しないでください。)
(注意)登記手数料としての収入印紙を納付する場合は、登記手数料としての収入印紙は
貼らずにそのまま提出して下さい。

関連事件番号　　令和　　年(家　　　) 第　　　　　　　号

　〇　〇家庭裁判所
　　　　　御中
令和　　年　　月　　日

申      立      人
(又は法定代理人など)
の　記　名　押　印

㊞

収入印紙　　　　　　　
予納郵便切手
予納収入印紙

準口頭

添　付　書　類
(審理のために必要な場合は、追加書類の提出をお願いすることがあります。)

申
　
　
立
　
　
人

本　　　　　籍
(国 　     籍)

(戸籍の添付が必要とされていない申立ての場合は、記入する必要はありません。)
　　　　　　　　　　　　　都道
　　　　　　　　　　　　　府県

住　　　　　所
〒　　　-                                                     電話　　　　(       )

　　　　県　　　　　市　　　町　　 　丁目　　号    　　　　(                              方）

連　　絡　　先
〒　　　-                                                     電話　　　　(       )
　　　　県　　　　　市　　　町　　 　丁目　　号

フリガナ

氏　　　名

　　大正
　　昭和　　　　年　月　日　　生
　　平成　　　　　　　　　　(　　歳）

職　　　　業

※
相
　
　
手
　
　
方

本　　　　　籍
(国 　     籍)

(戸籍の添付が必要とされていない申立ての場合は、記入する必要はありません)
　　　　　　　　　　　　　都道
　　　　　　　　　　　　　府県

住　　　　　所
〒　　　-                                                     電話　　　　(       )

　　　　県　　　　　市　　　町　　 　丁目　　　番　　　号    　　　　(                              方）

連　　絡　　先
〒　　　-                                                     電話　　　　(       )
　　　　県　　　　　市　　　町　　 　丁目　　　番　　　号

フリガナ

氏　　　名

　　大正
　　昭和　　　　年　月　日　　生
　　平成　　　　　　　　　　(　　歳）

職　　　　業

（注）太枠の中だけ記入して下さい。　※の部分は、申立人、法定代理人、成年被後見人となるべき者、不在者、共同相続人、被相続人等の区別
を記入してください。

申　　　立　　て　　の　　趣　　旨

本人大阪太郎の財産の管理者を選任する審判を求めます。

申　　立　　て　　の　　理　　由

１．　本人は、認知症の進行によって判断能力が低下し、財産管理が困難になっており、後見相当の診断
書を得て、本日、御庁に本申立てとともに後見開始審判申立てを行います。

２．　現在、本人の長男大阪一郎が本人の年金を管理していますが、長男は、本人に必要な生活費や介
護サービス利用料の支払をしていません。
　そのため、当市は長男による経済的虐待と認定し、後見開始審判申立てを行うものですが、本人の次の
年金支給が令和●年８月１５日に予定されており、後見開始審判とその確定を待っていては、令和●年８
月に支給される年金が長男に取り込まれてしまうことになります。

３．　よって、裁判所によって選任された財産管理者に緊急に本人の財産を管理していただく必要がありま
すので、本申立てを行います。
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                  （例文）                   第     号 

                                                令和  年  月  日 

 

□ □           様 

 

                                     △△市 ▲▲ 福祉課長          

                                                    

 

成年後見等開始の審判請求に関する意向確認について(依頼) 

 

●● 様におかれましては、認知症の進行により、ご本人の判断能力が不十分な状況となら

れており、ご本人の福祉サービス等の利用契約や財産管理が困難となっておられるため、成

年後見制度の活用を検討しています。 
そこで、●●様のご親族の方で、●●様のために 成年後見制度の申立て手続きをしていた

だけることが可能かどうかについてお伺いしたくご連絡いたしました。 
つきましては、別紙 ｢親族意向確認書｣ にご記入いただき、○年○月○日までに同封の返信用

封筒にてご返送くださいますようお願いいたします。 
なお、期日までにご返送いただけない場合は、ご親族による申立の意向がないものと判断

させていただき、△△市長による申立手続きを進めますので、ご了承ください。 
また、この意向確認は、成年後見制度の申立て手続きを行う意思の有無をお尋ねするもの

であり、制度利用に反対される場合でも、必要な場合は申立手続きを進めさせていただきま

すので、ご了承ください。 
お問い合わせは下記にお願いいたします。 

   

                                          記 

 

１   送  付  書  類      成年後見制度申立てに関する親族意向確認書 

 

２   ●●      様の状況のご説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  問い合わせ先              △△市  ▲▲   課 

                                 電話            （担当者氏名）                  
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成年後見制度申立てに関する親族意向確認書 
 

                                                               年  月  日  
本 人 

（氏名）   （※市町村の担当者で記入）                

  （住所）   （※市町村の担当者で記入）                

 枠内の内容を記入してください。 

氏    名 
                                             (印) 

住    所 
 

電話番号 
 

本人との続柄 
 

１，２のどちらかにチェックしてください。 

□１ 私が（※担当者で記入）様の成年後見制度開始の申立てを行います。 

 

□２ 私は（※担当者で記入）様の成年後見制度開始の申立てを行う意向がありません。 

 

⇒ 意向がない理由として，いずれかにチェックし必要箇所を記入してください。 

 

□ 私は次の理由で申立てを行いません。 

□高齢  □体調不良  □遠方に居住  □本人と付き合いがない 

 

□ 私は（※担当者で記入）様について成年後見制度を利用することに反対してい

ます。 

      （制度利用に反対する理由を具体的にお書きください。） 

                                                  

                                                  

□ その他 

                                                  

                                                  

 



大阪成年後見制度研究会 ［ 構成メンバー ]（平成２０年度）

○　大阪府健康福祉部地域福祉推進室地域福祉課
○　大阪弁護士会高齢者・障害者総合支援センターひまわり
○　社団法人　大阪社会福祉士会
○　社団法人　成年後見センター・リーガルサポート大阪支部（大阪司法書士会）
○　大阪市健康福祉局生活福祉部
○　堺市健康福祉政策部地域福祉推進課
○　高槻市福祉部高齢福祉課・障害福祉課
○　東大阪市健康福祉局福祉部健康福祉企画課・高齢福祉課
○　泉大津市健康福祉部高齢福祉課
　　（このほか適宜、メンバー市以外の市町からも協力を得ました）
○　社会福祉法人　大阪府社会福祉協議会　大阪後見支援センター

平成２６年３月　改訂ワーキングチーム

○　大阪弁護士会高齢者・障害者総合支援センターひまわり
○　公益社団法人大阪社会福祉士会
○　公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート大阪支部（大阪司法書士会）
○　大阪府福祉部地域福祉推進室地域福祉課
○　大阪府福祉部高齢介護室介護支援課
○　大阪府福祉部障がい福祉室地域生活支援課
○　社会福祉法人大阪府社会福祉協議会　大阪後見支援センター

令和５年９月　改訂ワーキングチーム

○　大阪弁護士会高齢者・障害者総合支援センターひまわり
○　公益社団法人大阪社会福祉士会
○　公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート大阪支部（大阪司法書士会）
○　大阪府福祉部地域福祉推進室地域福祉課
○　社会福祉法人大阪府社会福祉協議会　地域福祉部　権利擁護推進室

 

 

 

成年後見制度申立てに関する親族意向確認書 
 

                                                               年  月  日  
本 人 

（氏名）   （※市町村の担当者で記入）                

  （住所）   （※市町村の担当者で記入）                

 枠内の内容を記入してください。 

氏    名 
                                             (印) 

住    所 
 

電話番号 
 

本人との続柄 
 

１，２のどちらかにチェックしてください。 

□１ 私が（※担当者で記入）様の成年後見制度開始の申立てを行います。 

 

□２ 私は（※担当者で記入）様の成年後見制度開始の申立てを行う意向がありません。 

 

⇒ 意向がない理由として，いずれかにチェックし必要箇所を記入してください。 

 

□ 私は次の理由で申立てを行いません。 

□高齢  □体調不良  □遠方に居住  □本人と付き合いがない 

 

□ 私は（※担当者で記入）様について成年後見制度を利用することに反対してい

ます。 

      （制度利用に反対する理由を具体的にお書きください。） 

                                                  

                                                  

□ その他 
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令和５年９月 改訂

相 談 対 象 認知症や障がいなどにより、判断能力が十分でないことに関する
 あらゆる相談が対象です。
 市町村長申立てに関する相談にも対応しています。
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①電話相談 ☎０６－６１９１－９５００　　
 月～金曜日 １０：００～１６：００ ※祝日・年末年始を除きます。

②専門相談 弁護士と社会福祉士のペアによる面接相談（無料／電話相談で予約）
 毎週木曜日 １３：００～１４：２０
  １４：３０～１５：５０
  上記いずれかの時間で調整。


